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オランダにおける女性労働 と育児支援政策

J. J. Schippers, J. J. Siegers and J. de Jong Gierveld (eds.), 
Child Care and Female Labour Supply in the Netherlands:

Facts, Analyses, Policies. 

(Thesis Publishers, 1998)

谷 紀 子

はじめに

本書はオランダにおける育児支援政策の変遷 と女性労働 との関係について分析 した もの

である。 オランダでは、1982年 に政府 ・労働組合 ・使用者 によるワッセナー協定 〔Dが策

定 され、労働時 間の削減が行われた。 「この協 定は、労働団体が賃金抑制に協力 し、経営

者は雇用の拡大 と時短 を実現 し、政府 は減税 とセイフティーネッ トの保障をす るとい うお

互いが痛み分けをしなが ら社会全体の利益を図ってい くという内容」であった(太 田 ・見

原2006:87)。 その際にパー トタイム労働が促進 されてパー トタイム労働者が大幅に増加

し、その結果女性労働者の労働市場参加が進んだ。 しか し、女性 の労働市場参加を推 し進

めるとい う観点から見た場合には、労働時間の削減のみならず、育児支援政策 もまた必要

となって くる。では、 オランダの育児支援政策は、女性労働 を促進 してきたのだろ うか、

それ とも抑制 して きたのだろうか。

本書は主に、 オランダの歴史や社会的背景が育児中の女性労働 に及ぼす影響や育児 と仕

事の両立支援政策を論 じている。11章 か らなる本書は、J.J.Schippers(ユ トレヒト大学

経済学部准教授)、J.J.Siegers(ユ トレヒ ト大学経済学部准教授)、J.deJongGierveld

(アムステルダム大学社会学部教授)が 中心に執筆 した ものである。

第1・2章 は、育児支援 と女性労働 につ いて、歴史的観点 と政府支援の効果 とい う視点

lD「 ワッセナー協定」とは、実質的には労働者 ・使用者が、雇用拡大と引き換えにワークシェアリン

グを伴う労働時間を短縮し、賃金抑制に合意したものであった。
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から考察 している。第3・4章 では、社会的規範 と育児中の女性労働の関係について、調

査結果をもとに議論 している。第5・6章 では、育児施設の利用 と労働時間 との関係性が

論 じられている。第7章 では、労働組合 による育児支援政策についての見解 が、第8章 で

は、労働者の立場か らの育児支援政策への見解が、それぞれまとめられている。第9・10

章では、育児 と労働の両立支援政策にかんす る諸々の提案について検討 している。最後 に

第11章 では、EU全 体における育児支援 と女性労働 について論 じている。

以下では本書の議論にもとづ きなが ら、1節 でオランダの育児支援 と女性労働の関係 に

ついて紹介 し、2節 でオランダの社会的規範 と女性労働 ・育児について概説する。3節 で

は、本書が提案す る育児 と労働 の両立支援政策に焦点を当てて検討 し、4節 で、現在の オ

ランダの労働 ・育児の現状に照 らして本書の政策を評価 し、最後 に本書の意義 と今後の課

題を考察す る。

1オ ランダにおける育児支援 と女性労働

歴史的背景

オランダでは育児施設は17世 紀 に教会が運営 し始め、1912年 に貧困法の下で、政府の支

援を受けるに至った。しか しその後、産業が弱 く、女性が労働する場が少なかったことや、

また家族主義が強 く既婚女性の労働 が歓迎 されなかったことによ り、育児施設は消滅 した

(本書p.8[以 下、カッコ内のページ数は本書内でのページ数を示す])。

元来オランダの既婚女性 は労働力 としてみなされてこなかった。1955年 に既婚女性の労

働が認可 される も(21、1960年 になって も、既婚女性 の労働力率は6%に とどまっていた。

大半の家庭では、男性が外で労働 をし、女性が家庭 を守るという性別役割分業が維持 され

ていた。 その後1970年 代に入る とフェ ミニズム運動の影響 もあ り、女性の労働力率は1960

年の26%か ら1974年 の31%ま で上昇 した。 しか しなが ら、既婚女性の労働力率は依然 とし

て低 く、1970年 で も15%、1980年 代になって も29%に 過 ぎなかった(p.9)。

現在(1993年 ～1995年)の 状況

この ような既婚女性の労働は、現在ではどのように変化 してい るのだろうか。女性が家

{21既婚 女性の労働は家族の絆を弱めるものとしてみなされ
、1955年 まで原則的に禁止されていた。
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庭で育児 をするべ きであるという価値観が存在 している。1993年 、全既婚女性 中、40%が

パー トタイム労働を し、5%が フル タイム労働 を選択 している。女性は育児 と仕事 との両

立のため、パー トタイム労働を好み、20時 間以下のパー トタイム労働 をする者が多 くなっ

ている(p.17)。

さて、オランダの5歳 以下の幼児教育 システムについて簡単に述べておこう。小学校は

5歳 児か ら始 まり、それ までの0-3歳 児は保育園、4歳 児か らは幼稚園に入る。保育園

や幼稚園はデイケア ・セ ンター と呼ばれている。1987年 には、 このデイケア ・セ ンターの

利用率 はわずか2%で あ り、1995年 には上昇 したとはいえ、6%の 上昇に留 まっている。

本書の出版 された1998年 当時、この事態に政府 も女性労働力率を上昇させる必要性 という

観点か ら、危機感を持 ってお り、何 らかの対策が講 じられ ようとしていた(4節 参照)。

2社 会規範と育児 ・女性労働の関係 についての調査

第1の 調査:女 性の疲労感 と育児 ・家事 ・賃金労働の関係

この調査 は、育児中の女性についての疲労感 と労働 との関係について行なわれたもので

ある。例えば、働 く既婚女性は労働者と母親兼家事労働者 としての2つ の役割 をこな さね

ばならないであろう。 このような2つ の役割が矛盾するとき、働 く既婚女性 は疲れを感 じ

るのではないか という仮説からこの調査は行なわれた(p,49)。

この調査では、女性の社会的地位を個別の女性の職業 とその夫の職業か ら、女性の行動

についての社会的評価 を子供の有無 と女性 たちの職業の有無か ら、それぞれ測定 した。調

査は1993年 に、オランダ全土に居住す る561人 の女性 に対 して行われた(回 収率60%)。

調査の結果は、女性 は育児や賃金労働 をすればす るほど、疲労感 を感 じる とい う仮定を

裏切る ものとなった。詳 しく述べ ると、子供 を持 ち育児 ・家事 と仕事の両立をする女性 よ

りも、子供を持たずに家事 のみ と仕事の両立をする女性が大きな疲労を感 じていた。また、

女性 自身が仕事 を肯定的に評価す るほど、疲労は感 じず、女性の自分の仕事への評価は実

際の労働時間とは関係がなかった(p。53)。

この結果の背後には、女性 自身が育児 と労働の両立を賞賛するとい う考え方が存在 して

いる。仕事を している女性 は、その職業にかかわ りなく専業主婦よ りも社会的地位が高 く、

正 しいことをしているという自信があった。夫の職業ではな く女性 自身の職業 を元に、周

囲の人々はその女性 を評価 していた。 また子供を持ち育児を している女性が、子供 を持た

ない女性 より、社会的に認められていた。
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この調査によって、オランダ女性の生活の傾向が明 らか になる。仕事を持つ ことは社会

的評価が高 く疲労感 をもたらさないので、女性は労働市場 に参加をす る。 だが一方で、子

供 を持つ ことも社会的評価は高い。従って、育児 と賃金労働 を両立す ることを望み、その

結果週2-3日 程度のパー トタイム労働 を しなが ら育児 も行なう。この生活形態は社会的

に も高評価 を受けるので、この社会の期待 に沿 った行動を とる女性 は疲れを感 じることが

少ない(p.54)。

第2の 調査:女 性の仲間内の規範、夫の規範と女性労働

この調査 は、1993年 、ユ トレヒ トで450人 の母親を対象にイ ンタビューを行ったもので

ある。この調査では、女性の仲 間内の規範や夫の規範が、女性 の労働市場への参加につい

ての決断や労働形態に与える影響を明 らかにすることが 目指 された(p.57)。

インタビュー調査の結果、女性の仲間内の規範、夫の規範が女性の労働市場参加に大 き

く影響を及ぼ していることが明 らかになった。特 に、仲間内で労働 している女性が多 いほ

ど、今まで労働 していなかった女性が労働市場 に参加す るようになる。

この調査に より、周囲の女性の労働が、個人に大 きく影響 を与 えることが判明 したと本

書は述べ る。仲間内の女性の仕事に刺激を受けて、働 き始め る女性 も多 く、女性同士の強

い相互影響力 は女性の労働力率が急上昇する一因になった と思われる(pp.74-75)。

3育 児と労働の両立支援政策の提案

育児施設

本書は、前述のようにオランダの育児施設について詳述 している。 中でも、労働組合 と

労働者の育児施設に対す る意見もまとめ られている点は特筆 に価する。それによると、両

者 とも、政府 による育児支援 とパー トタイム労働な どによる労働形態の柔軟化を要求 して

いる。この ような現場での声 を踏 まえて、本書では1991年 か ら1995年 にかけて行 われた育

児施設利用 と女性の労働力についての調査が紹介されている。1995年 の調査では、4,954人

の女性 にインタビューが行われ、この うち1,299人 が4歳 以下の子供 を持つ母親であ った

(p.81)a

育児施設についての調査結果は以下のとお りである。1991年 か ら1995年 にかけて、公的

育児施設を利用す るものが、 この5年 間の 間に44%も 上昇 していた。 しか し、その一方、
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ベ ビーシッターなどの私的育児の利用率は2%ほ ど減少 していた。 また、市役所 などに登

録 され、家で世話をす る 「ホス ト両親」13'に預ける人 も、27%ほ ど減少 していた(p.82)。

つ まり、子を持つ両親は育児支援施設の質の良 さを求めるようにな り、自分の親によるイ

ンフォーマルケアや 「ホス ト両親」 よりも、政府が直接管理する公的育児支援 を選ぶ よう

になった(p.85)。

また、女性の労働力についての調査結果は以下のとお りである。4才 以下の子供 を持つ

女性の労働力は1991年 度に比べ て18.6%も 上昇 し、1995年 に51%に なった。 また、労働時

間 も1991年 の7.5時 間か ら9.7時 間に延び、給与 も1991年 度 と比べて、1.5倍 以上 になった

(p.86)o

女性の給与 と育児施設利用には大 きな関係がある。育児施設を利用する女性 は、利用 し

ない女性 に比べて、2倍 以上の給与 を受け取っていた。利用す る女性の給与はこの5年 間

に利用 しない女性 の給与 に比べて、2倍 以上 も上昇 していた。 この間に、育児施設費用 も

約1,6倍 まで上昇 した(p.89)。

この調査結果か ら、育児施設は市場に依拠 した形ではな く政府主導の公的育児施設 を充

実 させるべ きであると、筆者 らは結論づけている。金銭的負担が少な く、良質のサーヴィ

スを提供する育児施設の充実 させ ることで、育児施設利用が女性 の労働市場参加 を促 し、

女性 と同様に社会もが大 きな利益を得るというのである(p,100)。

コンビネーションモデル

本書では上記の育児施設 についての政策提案に加 えて、育児 ・家事 ・介護 というケアと

労働の両立のための政策 も論 じている。本書では、3つ のモデル、男性稼 ぎ手モデル、総

フルタイム労働 モデル、コ ンビネーシ ョンモデルが論 じられている(p.133)。

男性稼 ぎ手モデルは、1970年 代 まで、オランダで主流であった家族形態である。男性が

文字通 り 「パ ンの稼 ぎ手」 とな り、家族のために賃金労働 を担 当し、女性 は家の中で家事

をす る。このモデルでは性別役割分業がはっき りとしてお り、賃金労働 は男性が行 ない、

非賃金労働は女性が行 う(pp.141-143)。

総 フルタイム労働モデルはスウェーデ ンな どの北欧諸国でみられるモデルである。男女

ともにフル タイム労働 を行い、育児の際 にはどち らかが一時的にキャリアを中断するか、

育児 を外注化す るというものである(pp.144-147)。

エ:P「ホス ト両親」とは市役所に自主的に登録した人々が
、両親が仕事中の子供の世話をする制度であ

る。概 して当該子供の家の近くに居住する人々が選ばれ、その子供を担当する。
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コンビネーシ ョンモデルは男女 ともにパー トタイム労働を し、育児をそれぞれ分担する

とい う形である。男女 ともにパー トタイム労働(29時 間程度)を 行い労働については75%

ずつ分担 し、そ して育児 については各々25%ず つ担当す る。残 りの50%の 育児は、育児施

設 などを利用 し育児 を外注す るというモデルである。 このモデルではフルタイム労働を し

ない労働者のための経済的な補償や、男性がパー トタイム労働を選択 するようなインセ ン

ティブを与 える政策が必要 となる(pp。147-149)。

オランダではワッセナー協定以降パー トタイム労働が促進 されてお り、今 までに他の福

祉国家が試みていないコンビネーシ ョンモデルを採用す るべ きだ と本書 は主張する。なぜ

ならば、筆者 らは、 コンビネー ションモデルこそ、賃金労働 と非賃金労働における男女平

等の分担 を達成すると主張 しているか らである。

本書は、ス ウェーデン型の総フル タイムモデルに対 し、オランダ型のコンビネーション

モデルではパー トタイム労働を男性化することで、男女平等 を果たす ことがで きると主張

している。男性 も女性 も75%の 労働を しなが ら、お互 いに家事 ・育児を分か ち合 うことが

で きるというのである。この コンビネー ションモデルはスウェーデ ン型の福祉国家に対抗

して、オラ ンダ型の福祉 国家 を成立 したいとい う政府の思惑が反映 されている と言え よ

う。

4オ ランダの現在の状況 とコンビネーションモデルの行方

実際に、上記の コンビネー ションモデルは、オランダ政府が1995年 に政策 として発表 し

た。 しか し、この政策 には様々な抵抗 もあった。企業 はパー トタイム労働者の権利を引 き

上げることに反対 し、労働協約141に パー トタイム労働者が含めないことも多かった。 ま

た、ケア と労働 を両立するための様々な政策に抵抗す る中小企業 も多 く、育児休暇を与え

ることに抵抗する会社 も存在 した。

他方、 フェ ミニス トたちか らは、パー トタイム労働政策推進 によるコンビネー ションモ

デルは実 のところ、女性が ケアを担 当する男性稼 ぎ手モデルの変化形 にす ぎないとの批判

がなされた。パー トタイム労働 を推進することにより女性 はパー トタイム労働 を選択 しや

す くなる。 これでは、女性 はケアを担当 し続け、根本的に男性稼 ぎ手モデルの基盤である

性 別役割分業の価値観 を変化 させることはないという主張である。現在でもその傾向は続

いてお り、 オラ ンダの代表的なフェミニス トであるH.Meesは その著書で 「オランダの女

m労 働 協約とは労働者と企業における福利厚生や賃金に関する契約である。業種別や企業別に結ば

れ、大企業は労働者確保のため独自の協約を結ぶことも多い。
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性 は社会的に成功 を求める野心 も少なく、その原因の一つ とされるパー トタイム労働 を賞

賛す ることはやめなければならない」 と述べている(Mees2007:10)。

こうした左右か らの挟撃を受けつつ も、現在のオランダの状況を見てみ ると、 コンビネ

ー ションモデルはある程度成功 したと言えるだろう。既婚女性 を含めた女性 の労働力率は

大 きく上昇 し、2006年66%ま で上昇 した。 しか し、コンビネーシ ョンモデルが主張す るよ

うに男女間でケアと労働の平等 な分担 は達成 され なか った。男女 ともにパー トタイム労働

をするので はな く、女性がパー トタイム労働 をし、男性はフル タイム労働をするのが現状

である。2006年 、75%の 女性がパー トタイム労働 をしているのに比べ、男性は20%し かパ

ー トタイム労働 をしていない。逆に言 えば、20%の 女性 しか フルタイム労働を していない

のに比べて、男性の大半が フル タイム労働 を選択 している。女性 ・男性 ともに75%ず つ労

働 をするのではな く、男性 の労働を100%と す れば、女性は50%の 労働 をしているにす ぎ

ない。

女性はパー トタイム労働 とケァ(家 事 ・育児 ・介護)を 両立 している。2005年 の男女別

ケア時間は、女性が26時 間、男性が11時 間 となってお り、男女が平等に分担 してい るので

はなく、女性が主にケアを担当 しているといえる。

以上の ことが示す ように、オラ ンダでは、男性が稼 ぎ手 とな り、女性が育児や家事を分

担する とい う古典的な性別役割分業 を支持す る人たちは、少な くなってきていると見てよ

いだろう。 しか し、男性はフルタイム労働者、女性はパー トタイム労働者 とい う新たな性

別役割分業が出来上がって しまった。男性フルタイム労働者 は勤続期間が長 く、女性パー

トタイム労働者には 「高い労働移動率」が見 られ、女性 は男性 に比べて企業の人的投資を

受けに くい。その結果、パー トタイム労働者は 「経験不要で低い水準の一般教育 しか必要

としないポ ジション」 に就 くことが多 く、キ ャリアを形成 しやすい男性 フルタイム労働者

と形成 しにくい女性パー トタイム労働者に分離 している(エ スピン=ア ンデルセ ン2004:

215-216)。 本書の政策関係者の意図 とはまった く違 う、皮肉な結果 を生み出 した といえる

だろう。

とはいえ、女性の労働力率が飛躍的に上昇 したこ とは大 きく評価 されるべ きである。 コ

ンビネーションモデル推進によるパー トタイム労働の保護 により、パー トタイム労働者 と

フルタイム労働者間の差別がな くなった。それによって、パー トタイム労働をする女性の

労働意欲を上昇させ ることに成功 したのである。

そして出産や育児のため に退職す る女性が減少 したことも、大 きな成果のひとつである。

女性がパー トタイム労働 を肯定的に評価 し、育児 と労働 を両立するようになった。1997年

では出産退職する女性 は25%だ ったのが、2005年 には11%ま で減少 した。2006年 には、勤
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務中の女性の半分が出産後 に労働時間の調整を している。 これは労働 を継続する可能性 と

モチベーションを、女性たちが見出せるようになったことを意味 している。

これ と関連 して、育児施設政策 については、本書が議論 した方向に進 んだ ようである。

本書が提言 した ように、政府 による育児施設の支援が行 われ、働 く母親の育児施設利用が

進んだ。2006年 、0～3歳 の子 を持つ働 く母親の うち42%が 公的育児施設 を利用するまで

になった。育児施設 を利用す る児童数は2000年 には74,700人 だったが、2004年 には117,600

人まで上昇 した。

おわ りに

このように本書で提言 された コンビネー ションモデルと育児施設の支援政策が大 きく影

響 し、女性の労働力率が上昇 した。本書が主張 した ように、男女が等 しく労働 とケアを分

け合うようにはな らなか ったが、男女の性別役割分業を打ち崩す ことには成功 した。現在、

日本では少子高齢化 による労働力不足が問題 となっているにもかかわらず、その一因と推

測される男女間のジェンダー不平等 はなか なか解消 されず、女性労働力率 を上昇 させる術

も見出せ ていない。実際、オラ ンダの母親の労働力率は大 きく伸び、1960年 代 とは大 きく

変わ り、現在では70%が 労働 している。対照的に、 日本の母親 は第1子 出産後70%が 退職

し、労働 を継続す る女性 は30%に す ぎない。

日本社会では高度成長期以降、女性の社会進出が進んだ という説が一般的である。 しか

し、女性労働力率 は1970年 の54%か ら2005年48%へ と減少 している。田中(1999)の 推計

によると、1970年 代か らは、フル タイム労働者率 は26%～30%の 間で推移 している一方で、

パー トタイム労働者が増加 してお り、1970年 の4%か ら1995年13%へ と上昇 している。女

性労働力率は、減少 しているのみならず、パー トタイム労働者の割合が大 きくなっている

のである。

大沢(1995:82)も 述べ るように、身分 として定着 した低待遇のパー トタイム労働者の

地位 を引 き上げることで、フル タイム労働者 とパー トタイム労働者 との格差が減 り、パー

トタイム労働者が誇 りを持 って仕事 をすることがで きる。 このことが、女性の労働状況の

改善 につ なが り、女性労働力率を上昇 させると思 われる。

パー トタイム労働政策 により女性の労働力率 を上 げ、男性 と共にワークを分担 し、育児

支援施設 を充実 させ ることで、 ワークとケアにおけるジェンダー平等 を達成できる。 これ

が、本書の著者たちの主張であ り、 またオラ ンダが部分的 にで はあるが実現 して きたこと

で もある。現在、 日本政府 も、「働 き方の選択肢が少ない(長 時間の正社員か短時間の正
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社員以外か)と い う状況を解消 してい くために も、育児期の短時間勤務等の個人に置かれ

た状況に応 じた多様で柔軟 な働 き方を選択で きる」 ように 日本社会を変え、育児施設を充

実 してい く必要性 を唱えている(厚 生労働 省2008:95)。 確かに、この ような政策を取るこ

とで女性 の労働力率は上昇 し、少子高齢化社会に対応で きるだろう。では、それは具体的

にはどのような政策によって実現 されるのか。こう問うた とき、私たちがオランダの女性

労働政策と育児支援政策か ら学ぶ ものは、決 して少 なくはないはずである。
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